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は じ め に
政府は ICT (Information and Communication Technology) 教育を推進し, 平成31年までに
全ての児童生徒に情報端末を配備し, 一人一人に配られたタブレット端末を使って授業を進
める計画を打ち出している｡
平成23年に ｢教育の情報ビジョン｣ を策定し, それを受けて, 実証研究 ｢学びのイノベー
ション事業｣ を行ってきた｡ その実証研究の中間報告として, ｢ICTを活用した教育の推進
に関する懇談会｣ 報告書 (平成26年８月29日, 中間まとめ) をだしている｡ この中で ｢ICT
を活用した教育を取り巻く最近の動向｣ を報告している｡ そこには, ｢この事業では, １人
１台のタブレット端末等, 全ての教室に電子黒板や無線 LANなどが配備された環境におい
て… (略) …｣ とあり, ICT機器を整備した教育環境にすることを目的としている｡
一方, 中央教育審議会は ｢第２期教育振興基本計画 (計画期間：平成25年度～平成29年度)｣
を策定し, 平成25年６月に閣議決定を行った｡ この教育振興基本計画に示された基本的方向
性の第３として, ｢学びのセーフティネットの構築―誰もがアクセスできる多様な学習機会
を―｣ をあげている｡ そして, 教育費負担軽減, 学習機会の確保, 安全安心な教育研究環境
の確保などの具体策を示している｡
ICT整備の漸進
文部科学省は ICT教育を推進するために, 教育の情報化の実態等を把握し関連施策の推
進を図る目的で, 全国の全公立学校 (小学校, 中学校, 高等学校, 中等教育学校及び特別支
援学校) を対象に, ｢学校における教育の情報化の実態等に関する調査｣ を行った｡ そして,
平成26年度調査結果 (平成27年３月１日を基準日) を ｢平成26年度学校における教育の情報
化の実態等に関する調査結果｣ として文部科学省の HP (http : //www.mext.go.jp / b_menu /
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shingi /main_b5.htm) に公表している｡
この報告によると, 平成27年の公立学校へのタブレット端末の配備台数は, 平成26年 (７
万2,678台) の２倍以上 (15万6,018台) に増加している (図１)｡
また, 教育用コンピュータ１台当たりの児童生徒数は, 平成26年３月の6.5人が平成27年
３月には6.4人となり, 前年度から0.1ポイント減少している (図２)｡ これは, 前年度より
も教育用コンピュータが行き渡ったことを示すものである｡ さらに, デジタル教科書の整備
状況は, 平成25年度の平均が37.4％であったのが平成26年度には平均39.4％と, 全国的に上
昇している (図３)｡
この調査結果が示すように, 平成31年に向けて, 教育現場の ICT環境の整備は着実に進
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図１. 教育用コンピュータのうちタブレット型コンピュータ台数
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図２. 教育用コンピュータ１台当たりの児童生徒数
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安全安心な教育研究環境
一方, 中央教育審議会は ｢第２期教育振興基本計画｣ を策定し, ｢学習機会の確保｣ ｢安全
安心な教育研究環境の確保｣ を目指している｡ 児童生徒等の視環境の面からは, 学校保健安
全法の中で ｢定期または臨時に健康診断を行う｣ とし, 健康診断の一項目として ｢視力検査
を行うこと｣ ｢明るさを一定以上の基準に保つこと｣ ｢色のバリアフリー化 (教室, 教材, 教
科書等) を実現すること｣ 等を規定し, 指導するとしている｡
｢視力について｣ は, 学校保健安全法施行規則第六条において, ｢視力検査を行う｣ との
み記述しており, 視力検査の方法や技術的基準は, ｢児童生徒の健康診断マニュアル｣ (公財
日本学校保健会刊) の中で提示している｡ ここでは, 遠見視力検査を例にあげて説明して
いる｡ そのため, 教育現場では ｢遠見視力検査以外は認められていない (してはいけない)｣
との思い込みがある｡
その結果, 現在, 学校の定期健康診断では遠見視力検査のみが行なわれている｡ 遠見視力
検査をする理由は, ｢教室のどこから見ても黒板の文字が見える視力が必要である｣ が背景
にある｡
今後, ICT教育の推進により, ｢黒板の文字を判別する｣ 遠見視力に加えて, ｢タブレット
画面の文字を判別する｣ 近見視力が必要になる｡ すなわち, 学校教育を円滑に進めるために
は, 現行の ｢眼前 5mの視標を判別する｣ 遠見視力検査に加えて, ｢眼前 30 cmの視標を判
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図３. デジタル教科書の整備状況
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平均値 37.4％ (H26.3.1)
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デジタル教科書の整備率は, 全国的に上昇傾向
(H26.3.1 現在 37.4％ → H27.3.1 現在 39.4％)
｢デジタル教科書｣ …本調査においては, 学校で使用している教科書に準拠し, 教
員が電子黒板等を用いて, 児童生徒への指導用に活用するデ
ジタルコンテンツをいう｡
前年度調査からの増加分
別する｣ 近見視力検査の実施が必要である｡
V D T 健 診
パソコンが必須ツールとされている労働環境においては, VDT (Visual Display Terminals)
作業従事者は, ｢VDT作業における労働衛生管理のためのガイドライン｣ で策定された健康
診断 (以下 VDT健診) を受けることが義務づけられている (期発第0405001 (平成14年４
月５日) 厚生労働省労働基準局長)｡
VDT健診の項目には, 自覚症状調査に加えて, 眼科学的検査と筋骨格系に関する検査が
ある｡
眼科学的検査には, 視力検査・屈折検査・眼位・調節機能検査がある｡ 作業区分 (作業の
種類と作業時間) により, ｢屈折検査｣ と ｢調節機能検査｣ は省略可 (医師指示検査) であ
るが, ｢近見眼位 (50 cm)｣ と ｢視力検査｣ は健診受診者全員の必須項目となっている｡ そ
して, ｢視力検査｣ では, ｢5mの距離で行なう｣ 遠見視力検査と ｢30 cm (50 cm) の距離で
行なう｣ 近見視力検査が義務づけられている｡
この ｢VDT作業における労働衛生管理のためのガイドライン｣ では, 視力検査について,
次のように解説している｡
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眼科学的検査
(1) 視力検査
① 5m視力の検査
左右の眼について, 通常の VDT作業時の状態 (裸眼又は矯正) で, 視力を検査する｡ (コ
ンタクトレンズを装用している者については, コンタクトレンズを装用した状態での検査で
も差し支えない｡)
なお, 両眼視力も検査することが望ましい｡
5 m視力は, 基本となる検査であり, 裸眼又は矯正視力が健常なレベルであるかどうかを検
査するが, この値そのものは 50 cm前後にあるディスプレイへの視距離における視力とは
異なる｡
なお, 近視眼を矯正する場合は, 近視眼の 5m視力を向上させる矯正は, VDT作業に必要
な調節負荷を増大させ, 眼疲労の原因になることがあるので留意すること｡
②近見視力の検査
一般に, 近見視力は, 遠視, 老視等により低下する｡ 特に遠視は, 乱視とともに近業時に眼
疲労を生じやすいことに留意して, 通常の VDT作業時の状態 (裸眼又は矯正) で, 50 cm
視力又は 30 cm視力を測定する｡
ディスプレイの視距離に相当する視力が適正なレベルとなるよう指導することが目的であり,
近見視力は, 片眼視力 (裸眼又は矯正) で両眼とも概ね0.5以上となることが望ましい｡
(2) 屈折検査
屈折検査は, 視力の低下の原因としての屈折異常があるかどうかを確認するものであるが,
50 cm程度の視距離で望ましい矯正視力が得られるように指導するための資料となる｡
コンタクトレンズを装用している者については, コンタクトレンズを装用した状態での屈折
検査でも差し支えない｡
ガイドラインによると, 5mの遠見視力は, ｢裸眼又は矯正視力が健常なレベルであるか
どうかを検査するが, この値そのものは 50 cm前後にあるディスプレイへの視距離におけ
る視力とは異なる｣ とあり, VDT作業においては, 遠見視力は, 視力が健常なレベルにあ
る (＝視機能面での異常はない) ことを確認するためであり, VDT作業に必要な視力では
ないことを明記している｡
一方, 近見視力は, ｢ディスプレイの視距離に相当する視力が適正なレベルとなるよう指
導することが目的｣ とあり, 基準値 (概ね0.5以上) を提示し, VDT作業に従事する者は近
見視力 ｢0.5以上｣ が必要であると明記している｡ すなわち, VDT作業においては ｢ディス
プレイ画面がハッキリ見える｣ 近見視力が必要であり, 近見視力検査は不可欠な検査である｡
政府は, 学校で ICTを活用した授業形態を推し進めている｡ 学校の定期健康診断におい
ても VDT健診同様に, 遠見視力検査と近見視力検査を義務づける必要があると考える｡
IT眼症の子どもの増加
IT眼症とは, ｢IT (Information Technology) 機器を長時間あるいは不適切に使用すること
によって生じる目の病気, およびその状態が誘引となって発症する全身症状｣ をいい,
｢VDT症候群｣ とか ｢テクノストレス眼症｣ とも呼ばれている (社団法人日本眼科医会,
｢子どもの IT眼症｣ より)｡ 具体的には, 像がぼやける, 物が二重に見える, 眼のまわりが
痛い, 眼が重い, こめかみが痛い, 目が開けられない, 頭が痛い, 吐き気がする, ドライア
イ等の症状がある｡
子どもが接する IT機器としては, テレビ, テレビゲーム, モバイルゲーム機, パソコン,
タブレット型端末などが考えられる｡ 日本眼科医会が病院の待合室で聞き取り調査を行い,
子どもはテレビゲーム, モバイルゲーム機, タブレット型端末などの IT機器を長時間にわ
たって使用しており, 大人の VDT症候群と同じような IT眼症を訴える子どもが増加して
いることに警鐘を鳴らしている (前掲書：社団法人日本眼科医会)｡
そして, 日本眼科医会は, 子どもは IT眼症の症状を, 自分から早期に訴えることはない
ので, 周囲の大人が子どもの視行動から気づくとともに, 長時間の利用をさせないようにと
呼びかけている｡
ICT教育の推進により, すでに, 学校でタブレット端末を使った授業が始まっている｡ 当
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検査の結果, 遠視, 強度近視, 強度乱視などの作業者に対しては, 配置前に眼科医で, 望ま
しい矯正が行われるよう受診を指導すること｡
なお, 問診において特に異常が認められず, 5 m視力, 近見視力がいずれも, 片眼視力 (裸
眼又は矯正) で両眼とも概ね0.5以上が保持されている者については, 屈折検査を省略して
差し支えない｡
… (以下略) …
(太字・下線は筆者加筆)
然, 子どもが IT機器に接する時間はこれまで以上に増加していく｡ したがって, 学校の定
期健康診断においても, VDT健診の検査項目のうち, スクリーニングとして実施可能な遠
見視力検査と近見視力検査を実施する必要がある｡
IT眼症が疑われる場合, 眼科医院では ｢長時間の IT機器利用が原因なのか, それとも他
の眼疾患が真の原因となっているのか｣ を判別するために, ①近見 (30 cm) 視力検査 ②眼
鏡の度数と矯正視力検査 ③前眼部検査 (スリット検査) ④眼圧 ⑤眼底検査 ⑥眼位検査 ⑦
眼球運動検査 ⑧瞳孔検査 ⑨調節機能検査などの検査を行うことになっている｡ これら①～
⑨の検査は, 眼科医院での精密検査として実施されるが, ｢近見 (30 cm) 視力検査｣ はスク
リーニングとして学校でも実施できる｡ したがって, 早期発見・早期治療のために, まずは,
学校の定期健康診断において近見視力検査を行い, 近見視力不良の場合は, 眼科医院であら
ためて①～⑨の検査を受けるのが, 健康管理と学習能率低下のために有効である｡
ICT教育推進に向けて, 安全安心な教育研究環境の一環として ｢すべての子どもに学習の
機会を保障する｣ には, 視環境の面からは, 遠見視力不良者だけでなく, 近見視力不良者の
発見・治療が不可欠である｡
学校健康診断での視力検査の意義
学校では ｢毎学年定期に視力を検査する｣ (｢学校保健安全法｣) ことになっている｡ その
方法や技術的基準は ｢児童生徒の健康診断マニュアル｣ に提示されている｡ そこには, ｢学
校における視力検査は, 学習に支障がない見え方 (視力) であるかどうかの検査である｣ と
明記している｡ すなわち, 学習する上での支障となる視力の障害ないし状態を, 学年当初に
把握し, 異常や疾病の疑いがある子どもには医療機関を受診できるようにすることが健康診
断時に行う視力検査の目的である｡ そのため, 学校の視力検査で ｢１眼でも1.0未満｣ の子
どもには, ｢視力不良者｣ として, 事後措置により医療機関での受診を勧告することになっ
ている｡
視力検査は, 眼に関する最大の情報を与えてくれる｡ 眼の多くの異常や疾病は, 視力障害
として現れるからである｡ 眼科医院でも, あらゆる予備検査の第一歩として, まず視力検査
を行う｡ そして, 視力不良の原因を発見するために精密検査をする｡ すなわち, 眼科医院で
は, 学校の視力検査で発見した視力不良の原因を特定し, 原因にあった治療を行い, 視力の
改善を図る｡ その結果, すべての子どもが, 視力不良による負担なく公平に学校教育を享受
できるようになる｡
子どもの視力不良の原因で最も多いのは, 屈折異常 (近視・遠視・乱視) である｡ 屈折異
常は, スクリーニングとして行われている学校の視力検査において, 視力不良として発見で
きる｡ 屈折異常の種類, すなわち, 近視・遠視・乱視は, 眼科医院での屈折検査を受けるこ
とにより判明する｡ 判明した原因に副った治療 (眼鏡装用・生活管理・トレーニングなど)
により, 視力が改善する｡ その結果, 視力不良による負担なく学校教育を受けることができ
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る｡
学校の視力検査で見逃されやすい遠視系屈折異常
学校では, ｢学校教育を円滑に進めるため｣ に定期健康診断が行われており, その一項目
として視力検査が実施されている｡ しかしながら, 現行の視力検査は遠見視力検査のみであ
る｡ その結果, ｢黒板の文字を判読できても, 教科書やタブレット画面の文字が判読できな
い｣ 子どもは見逃され, 放置されている｡
そこで, 遠見視力検査だけでは発見できない近見視力不良者の存在を明らかにするために,
2011年に千葉県内の小学校で全児童 (695名) を対象に, 遠見視力検査・近見視力検査・屈
折検査・調節効率検査を実施し, ｢近見視力検査の意義と有効性｣ について検証した｡
その結果, ｢遠見視力検査だけでは発見できない近見視力不良者｣ の存在が明らかになっ
た｡ ｢遠見視力健常｣ グループの約6.5％は近見視力不良であった｡ すなわち, ｢遠見視力検
査では見逃される近見視力不良者｣ である (図４)｡
近見視力不良者の割合は, ｢近見視力も遠見視力も不良｣ グループの約4.4％, ｢近見視力
のみ不良｣ グループの約4.9％で, 両者合わせると近見視力不良者は約9.3％いることが分かっ
た｡ すなわち, タブレット端末を使った授業においては ｢支障をきたすであろう｣ 近見視力
不良者が, 全体の約１割もいることが判明している (図５)｡
屈折検査の結果では, 前述の VDT作業ガイドラインによると, ｢近業において眼疲労を
生じやすい｣ 遠視系屈折異常は約34.6％も存在しており, 内訳は弱度遠視約34.2％・中等度
遠視約0.4％であった (図６)｡ ガイドラインでは ｢VDT作業の配置前に, 望ましい矯正が
行われるよう受診を指導すること｣ となっている｡ タブレットによる授業開始に向けて, な
んらかの対策 (眼科医院受診など) が必要と考える｡
視力検査と屈折検査の関連からは, ｢遠見視力のみ不良｣ グループの約84.7％が近視系屈
折異常であった (図７)｡ 近視系屈折異常が近視眼を矯正する場合は, ｢5m視力を向上させ
る矯正｣ をすると VDT作業 (近業) においては調節負荷を増大させることになる｡ 調節機
能低下を招き, 眼疲労の原因になり, 学習能率を低下させることが懸念されるから留意しな
ければならない｡ 一方, ｢近見視力のみ不良｣ グループの約52.8％は, 遠視系屈折異常であっ
た｡ 遠視系屈折異常は近業 (タブレットを使った授業) において眼疲労を生じやすいので,
作業時間および作業姿勢に留意する必要がある｡
視力と調節機能の関連では, ｢遠見視力も近見視力も健常｣ グループの約４分の１が調節
不良であった｡ すなわち, VDT作業 (近業) で ｢近くを見続ける｣ と調節不良のため, ｢正
視にもかかわらず視力不良になる｣ ことが懸念される子どもたちである (図８)｡ また, ｢遠
見視力も近見視力も不良｣ グループでは, 約２分の１が調節不良であった｡ そして, この
｢遠見視力も近見視力も調節機能も不良｣ グループの７割強が近視系屈折異常であった｡ 一
方, ｢遠見視力も近見視力も調節機能も健常｣ グループの約２分の１が遠視系屈折異常であっ
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図４. 遠見視力別の近見視力 (右眼)
(橋ひとみ他, 近見視力検査の導入に向けて (5) ―眼科学的評価としての屈折検査と調節効率検査―, 眼科臨
床紀要, 106巻, 2012.)
図５. 遠見視力不良と近見視力不良の関連 (右眼)
(橋ひとみ他, 近見視力検査の導入に向けて (5) ―眼科学的評価としての屈折検査と調節効率検査―, 眼科臨
床紀要, 106巻, 2012.)
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図６. 屈折検査結果の分類 (右眼)
(橋ひとみ他, 近見視力検査の導入に向けて (5) ―眼科学的評価としての屈折検査と調節効率検査―, 眼科臨
床紀要, 106巻, 2012.)
正視
36.1％
p＜0.001
強度近視
0.6％
中等度近視
7.3％
弱度遠視
34.2％
弱度近視
21.4％
中等度遠視
0.4％
ICT教育の推進に向けて 9
84.7 12.4
52.9 20.6 26.5
42.4 13 44.7
33.3 50 16.7
遠視系屈折異常 近視系屈折異常 正視
遠 近 不 良
遠のみ不良
近のみ不良
遠 近 健 常
0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％
2.9
p＜0.001
図７. 遠見視力・近見視力と屈折異常の関連 (右眼)
(橋ひとみ他, 近見視力検査の導入に向けて (5) ―眼科学的評価としての屈折検査と調節効率検査―, 眼科臨
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図８. 遠見視力・近見視力と調節不良の関連 (右眼)
(橋ひとみ他, 近見視力検査の導入に向けて (5) ―眼科学的評価としての屈折検査と調節効率検査―, 眼科臨
床紀要, 106巻, 2012.)
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た (図９)｡ 現在は ｢遠見視力も近見視力も調節機能も健常｣ なので, 近業において ｢問題
がない｣ グループであるが, 半数を占める遠視系屈折異常は ｢近業時には眼疲労を生じやす
い｣ ことを忘れてはならない｡ 作業時間および作業姿勢に留意する必要がある (橋ひとみ
他, 近見視力検査の導入に向けて (5) ―眼科学的評価としての屈折検査と調節効率検査―,
眼科臨床紀要, 106巻, 2012)｡
本調査結果から, 視力検査や調節検査では ｢異常なし｣ のために発見できない弱度遠視が
多くいることがうかがわれた｡ さらに, 調節不良の割合も多く, 弱度遠視や調節不良の場合,
VDT作業 (近業) においては調節負荷を増大させ, 眼疲労の原因になり学習能率を低下さ
せることが懸念される｡
すべての子どもに学習の機会を
毎年, 文部科学省は 『学校保健統計調査報告書』 (文部科学省) において, 小学校低学年
から遠見視力不良者 (近視系屈折異常) が増加していることに警鐘を鳴らしている｡ すなわ
ち, ｢教室で黒板の文字を判読する視力｣ の低下を懸念している｡
『平成26年度学校保健統計調査報告書』 によると, 遠見視力1.0未満者の割合は, 幼稚園
26.53％, 小学校30.16％, 中学校53.04％, 高等学校62.89％ となっており, 前年度と比較す
ると, 幼稚園及び中学校で増加, 小学校及び高等学校で減少している｡
しかしながら, 近見視力不良に関するデータはない｡
遠見視力不良の子どもは, 三歳児健康診査・幼稚園や保育所の健康診断・就学時健康診断,
そして学校の定期健康診断において発見される機会がある｡ したがって, ｢黒板の文字が判
別できない｣ 遠見視力不良者は救済され, 視力不良による負担なく義務教育を受けることが
できる｡
一方, ｢教科書やタブレット画面の文字を判別できない｣ 近見視力不良の子どもは, これ
まで近見視力検査を一度も受けることなく小学校に入学し, 今後も受けることなく大人になっ
ていく｡ ｢近くを見る視力の問題｣ なのに ｢能力がない｣ ｢努力が足りない｣ ｢集中力がない｣
｢根気が続かない｣ と思われてきた近見視力不良の子どもの存在が懸念される｡
筆者らの研究では, 近年, 携帯ゲームや携帯メールの長時間使用によって, 調節機能低下
による近見視力不良者が増加傾向にある (橋ひとみ, 子どもの近見視力不良―教科書の文
字が見えても黒板の文字が見えない子ども―, 農文協, 2007)｡
今後, ICT教育の推進により, タブレット端末機を使った授業が行われるようになると,
近くを固視することにより, 調節不良の子どもが増えることが懸念される｡
さらに, 遠見視力のみを重視して ｢黒板の文字がハッキリ見える｣ ように矯正すると,
｢タブレット画面を見る｣ 時には調節負荷を増大させるために, 眼疲労の原因になることが
ある｡ すなわち, 遠見視力矯正には, 近見視力も考慮 (近見視力検査が必要) しなければな
らない｡
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大人の場合は, VDT作業従事者の増加, 作業時間の増加に対処するために, 厚生労働者
は ｢VDT作業における労働衛生管理のためのガイドライン｣ を制定している｡
お わ り に
政府は, 全ての児童生徒に情報端末を配備し, タブレット端末を使った授業を進める計画
をたて, 教育現場における ICT環境整備を着実に進めている｡
一方, 文部科学省は, 安全安心な教育研究環境の確保のために, 学校保健安全法により定
期健康診断を, 視環境の面からは ｢視力検査の実施｣ を規定し指導している｡
学校の視力検査は ｢学校教育を円滑に進める｣ ために行われており, 現行の視力検査は
｢黒板の文字を判読できる｣ 遠見視力の検査である｡ ICT教育の推進により, タブレット端
末機を使った授業が行われるようになると ｢タブレット画面の文字を判読できる｣ 近見視力
の検査が必要になる｡ これまでの研究結果から, ｢遠見視力検査では発見できない｣ 近見視
力不良者の存在が明らかになっている｡
今後, ICT教育が推進され ｢１人１台のタブレット端末等, 全ての教室に電子黒板や無線
LANなどが配備された環境｣ の中で授業が行われるなら, 近見視力不良の子どもの負担は
大きくなることは必至である｡
すべての子どもが公平に学習の機会を与えられるべきであり, そのためには, 学校の定期
健康診断において遠見視力検査に加えて近見視力検査を実施する必要がある｡
IT機器に長時間接する子どもが増加する中, 日本眼科医会は IT眼症の子どもの存在を報
告し警鐘を鳴らしている｡ 今後, 学校でタブレット端末機を使った授業が進むと, 子どもが
IT機器に接する時間が増える｡ 当然, IT眼症の子どもは増加することが予想される｡
大人の場合, VDT作業従事者のために VDT健診が定められている｡ しかしながら, 子ど
もの場合は無策である｡ ICT教育を円滑に進めるには, スクリーニングとしての近見視力検
査の実施が必至と考える｡ IT眼症や近見視力不良の子どもが増加してからでは手遅れであ
る｡
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Effective Promotion of ICT Education
―Relationship between ICT Education
and Near Vision Visual Acuity―
TAKAHASHI Hitomi
KAWABATA Hidehito
ETO Takashi
The Japanese government has been promoting ICT (Information and Communication
Technology) education. It is planning to distribute information terminals to all students by 2019,
and to have classes by using them.
According to an investigation in 2014, the ICT environment in schools has gradually
deteriorated.
The purpose of the vision test at school is to “educate students effectively at school.”
Currently, only distant vision visual acuity tests which aim to check if “students can read
characters on the blackboard” is conducted at school.
Along with the popularization of ICT education, more and more students are using tablets in
class. Under this situation, near vision visual acuity tests are necessary in order to check whether
“students can read characters on a tablet screen.”
According to the results of our study so far, although there are students who have poor near
vision visual acuity, distant vision visual acuity tests cannot identify them.
The JAPAN OPHTHALNOLOGISTS ASSOCIATION has announced that there are many
students who have Information Technology Ophthalmopathy.
The larger the number of classes which use tablets at school, the greater the time students will
use IT devices. As a result, the number of students who have Information Technology
Ophthalmopathy will increase.
In the case of adults, the Visual Display Terminals Medical Examination is mandated for people
who operate Visual Display Terminals.
However, there are no such mandates for children.
In order to promote ICT education effectively, near vision visual acuity tests as a screening
measure is indispensable.
It will be too late if we start this after there are already many children who acquire poor near
vision visual acuity or Information Technology Ophthalmopathy.
